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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
いよいよ臨時国会、熱くなりそうな予感はするのだが‥‥。
いよいよ今日から秋の臨時国会が始まる。補正予算の審議とTPPの批准に向けた論議が中心になると予想されているのだが、アベノミクスに対する突っ込んだ論戦、とりわけ黒田日銀のこれまでの異次元の金融緩和やマイナスの金利政策の総括が出されているわけで、金融政策や経済財政政策に対する問題点の盛り上がりを期待したい。一連の安倍総理の外遊による外交問題なども、アメリカ大統領選挙の結果も出てくるだけに、注目すべき点の一つだろう。一説によれば、12月15日プーチン大統領の来日(総理の故郷山口県に招待する)によって領土問題や日露平和条約の締結に向けた何らかの前進を図り、衆議院の解散・総選挙に打って出るのではないか、と噂され始めている。そう簡単に領土問題の画期的な前進があるとも思えないのだが、どのように進展していくのか、ロシア・「北方領土」に隣接する北海道民にとっては見逃すことのできない重要なポイントではある。蓮舫民進党の初舞台、10月末の衆議院選挙の補欠選挙の行方、なかなか熱くなりそうな予感もする。
10月からパート労働者への厚生年金適用、だが僅か25万人だけ、
3年後適用範囲拡大見直しの附則は、「検討する」に交代へ
　さて、あまり世間から注目されていないのだが、１０月１日からパート労働者に対する厚生年金の適用の拡大がようやく実施される。今回の適用拡大は、適用対象が限定され、５０１人以上の企業と対象規模を大企業に限定し、当初案では「月額7,8万円以上」だったものが「月額8,8万円以上」(年額106万円)に変えられたことによって、適用対象者は４５万人から２５万人に縮小されてしまった。さらに、この原案段階にあった法案の附則には「施行後３年までに適用範囲をさらに拡大する」という政府への措置を義務付ける規定が、「施行後３年以内に検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講じる」という検討規定に改悪されてしまったのだ。(以下、権丈善一慶応義塾大学教授の書かれた「適用拡大という社会保険改革の政治経済学」『会報(東京社会保険労務士会)』(2016年5月号)を参考にさせて頂いた。)
　「政策は、所詮、力が作るのであって、正しさが作るのではない」
その背景には、パートを多く抱える巨大スーパーを始めとする流通業界や外食産業など経営側が猛烈なロビー活動を繰り広げ、それを受けた政治家が法案の中身を骨抜きにしたという事なのだ。まさに、慶應義塾大学の権丈善一教授が指摘されるように、「政策は、所詮、力が作るのであって正しさが作るのではない」ということが、このパートの厚生年金適用拡大においても見事に実証されたわけだ。
　権丈教授は、このパートを始めとする雇用労働者の内、国民年金が適用されている者から厚生年金への適用拡大こそは、公的年金の将来問題において決定的に重要な問題であることを一貫して主張し続けてこられてきた。パートに従事し、保険料を払うことなく配偶者の厚生年金に加入している女性労働者(圧倒的に女性が多い)は、現在130万円の壁としてそれ以上の所得になれば独自に国民年金に入らざるを得なくなり、130万円の収入になる直前に仕事からリタイアしてしまう事になる。いわゆる「3号被保険者制度」問題である。今や労働力不足が大きな問題になっている時、社会保障制度が雇用拡大を阻害していることの弊害を一刻も早く除去していく必要性を強調されている。

税制では「103万円の壁」たが、社会保険では「130万円の壁」から「106万円の壁」へ

税制における配偶者控除問題が今年の秋の税制改正問題の焦点になりつつあるが、この「130万円の壁」問題の方も大きな問題であり、税・社会保障一体で考えて行くべき問題である。
　ちなみに、「130万円の壁」が「106万円の壁」に変われば、労働時間の削減がそれだけ進むことになるし、多くのパート労働者の賃金は最低賃金に準拠しており、最近の最低賃金の引き上げによって、ますます労働時間を短くすることにつながることになる。それだけに、この問題は深刻な問題として改革が求められていると言えよう。

被用者でありながら厚生年金に加入できていない約40%の方たちの問題、その早期解決こそ本丸の課題だ
　それだけではなく、2004年の改革以降、年金制度の5年に1度の検証を義務付けられており、2014年度年金財政検証制度のオプションⅡでは、厚生年保険の更なる拡大を行った場合の適用対象者数としては、所定労働時間週20時間以上の短時間労働者で月5,8万円以上の収入が有る者は220万人、所定労働時間を取り払えば1,200万人に拡大されることになる。もしその拡大が実現すれば、年金財政の安定に大きく寄与する事を試算している。それと比較した時、今回の適用者が25万人とはあまりに少なすぎるわけで、こうした経営側(だけでなく、労働側や政治家にも責任がある)が作り上げた壁を突き破らなければ、日本の社会保障制度の改革は前進しない事を、多くの国民が理解する必要がある。
　特に見逃すことができないのは、国民年金制度に加入している第1号被保険者の40%程度を占める厚生年金制度に入っていない被用者は、基礎年金だけで老後生活を生きていく事は実に厳しく、やがてその多くは(特に就職氷河期の方たちに多い)老後になれば生活保護を受給して行かざるを得なくなる可能性が大きい。ある専門家の試算によれば、その方たちの内、潜在的な生活保護受給者は77,4万人、それが具体化した際の必要な追加的な予算額累計は約17,7兆円~19,3兆円と試算されている。(辻明子「就職氷河期世代の老後に関するシミュレーション」『就職氷河期世代のきわどさ、高まる雇用リスクにどう対応すべきか』総合研究開発機構)
言うまでもなく、社会保障や教育の充実は自律した民主的な市民社会の存続のためには不可欠なインフラストラクチャーであることを、政治に携わる者はもちろん、経営側や労働側の関係者もふくめて大いに改革進めて行く必要がある。とにかく、税制や社会保障制度の不十分性が国民生活の向上を妨げるネックになっている事の是正は、政治の大きな課題であり、早急に解決できるようにしなければならない。一番重要なのは、国民が正しい情報を知る事であり、年金をはじめとする社会保障制度の周知徹底が求められる。
日銀の金融政策の総括と「長短金利操作付き量的・質的金緩和政策」の問題点、総括になっていないし財政規律を弱めただけではないか
　先週号で問題提起していた、日銀とFRBの政策決定会合が20~21日に行われ、FRBは予想どおり現状維持の決定となった。
　一方、日銀の方は、黒田総裁就任以降の3年半の金融政策の総括がなされ、金融政策の新しい政策枠組みが提起された。21日に実施された黒田総裁の記者会見要旨が日銀から公表されており、記者会見のやり取りを読む限り十分な説明にはなっていないようだ。黒田総裁は2%の物価安定目標を実現するために、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を導入する事を決定したと表明した。
それは2つの要素から成り立ち、一つは金融市場調節によって長短金利の操作を行う「イールドカーブ・コントロール」であり、第二は消費者物価上昇率の実績値が安定的に2%の「物価安定の目標」を超えるまで、マネタリーベースの拡大方針を継続する「オーバーシュート型コミットメント」であるという。
　当初の予想通り、マネタリーベースの拡大を通じて2%のインフレターゲットを実現できなくなったため、これからは金利政策を通じて短期金利目標だけでなく10年物の国債で示される長期金利をも目標として設定し、イールドカーブをコントロールしていく事を示したのだ。なぜ今まで2年という年限が実現できなかったのか、何故人々のインフレ期待が長続きできなかったのか、十分な答弁は為されていない。結果として黒田総裁就任以降の大胆な金融政策は失敗したのではないか、という次の吉川洋教授の北海道新聞に寄せられたコメントが実に的確な指摘をされていると考えられる。参考にしていただきたい。今後も、この「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」政策についての動きを追い、本当に長期金利のコントロールができるのかどうかなど、アベノミクスの第一の矢である金融政策の問題だけでなく、財政や構造改革と言った第二第三の矢についても、検討し続けて行きたいと思う。もちろん、ヘリコプタへマネー論なども、きちんと見ていく事にしたい。
「日銀の総括的検証　識者に聞く」(北海道新聞9月23日朝刊より)
　立正大・吉川洋教授　説明責任を果たさず

　「日銀の21日の『総括的な検証』から受ける印象は、金融政策の手詰まり感だ。これまでの政策は間違っていなかったと検証しながら、国債の買い入れ規模を、これまでの『量』を明示する手法から、長期金利が0%で推移するように枠組みを変えた。言っている事と、やっていることがちぐはぐだ。

　民間銀行が日銀に預ける資金の一部に手数料を課すマイナス金利政策についても、日銀は『長短金利を大きく押し下げ有効』と分析したが、金融機関の収益を圧迫し、保険や年金など資産運用面に悪影響を与えただけで、物価を上げるうえで何の効果もなかった。

　マイナス金利幅の拡大を見送ったのは当然だ。皮肉なことだが、21日の東京株式市場で銀行株が買われたのは、日銀がマイナス金利幅の拡大を見送ったことを好感したからだ。金融市場もマイナス金利を評価していなかった証拠だ。
　日銀は『消費者物価上昇率が安定的に2%を超えるまで金融緩和を続ける』とし、『2年で』という実現時期の明示を廃止した。最初から実現不可能な目標だった。もともと2%の物価目標の設定は、2013年初め、白川方明日銀総裁(当時)の時からの確認事項であり、黒田春彦総裁の金融政策の神髄は『2年』という目標を明示したことだったのに、その旗を降ろした。

　13年3月からの黒田総裁の政策は、混乱を招いただけで、大きな成果を生み出さなかった。一方で、財政規律を弱めるという大きな副作用をもたらしている。日銀が国債を買い続けることで金利が大幅に下がり、国の借金の問題が意識されにくくなっている。今までやってきたことは何だったか。『総括』と言いながら、説明責任を果たしていない。

　日本経済の根本問題は、少子高齢化の下で、企業のイノベーションが衰え、国民の将来不安が深まっていることだ。経済成長のためには金融政策だけでは限界があることを、国民に丁寧に説明する事が重要だ」
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